
6.軟弱地盤技術解析 

 
6.1 はじめに 

 軟弱地盤技術解析は，社会インフラを支える「地盤」に発生する様々な現象（圧密沈下，すべ

り破壊，液状化など）を解明するために地盤モデルを構築して数値解析を行い，現象の評価や対

策工の必要性を検討するための技術を指す。 

 

6.2 軟弱地盤とは 

 土工構造物の基礎地盤として十分な支持力を有しない地盤で，その上に盛土等の土工構造物を

構築すると，すべり破壊，土工構造物の沈下，周辺地盤の変形，あるいは地震時に液状化が生じ

る可能性がある地盤を指す。 

言い換えれば，構造物が軽い場合は土の強度が小さくとも基礎地盤として成り立つので軟弱地

盤と言わず，構造物が重い場合には土の強度が大きくとも軟弱地盤として扱う必要がある。 

このように，軟弱地盤は土の強度により定まるものではなく，計画構造物との相対的な関係に

よって定まるものと考える必要がある。 

 

表-6.1 構造物の種類による軟弱地盤の概略的な判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



6.3 軟弱地盤技術解析の分類 

 軟弱地盤技術解析は，地盤が生じる諸現象に応じて図-6.1 にように区分される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.1 地盤解析の分類 

 

6.4 軟弱地盤技術解析の流れと主な内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)現地踏査・解析計画 

 現地状況の確認，業務遂行のための作業工程計画・人員計画の作成，解析基本条件の整理，及

び地盤モデルの作成を行う。 



(2)現況地盤解析 

 設定された地盤モデル，荷重等の条件に基づき解析を行い，安全率，沈下量，沈下時間を算出

する。 

(3)対策工法の選定 

 当該地質条件，施工条件に対して適用可能な軟弱地盤対策工を抽出し，各工法の特性・経済性

を概略的に比較検討のうえ，詳細な解析を実施する対策工法を 1 つ又は複数選定する。 

(4)対策後地盤解析 

 選定された対策工法について，現況地盤の改良等，対策を行った場合を想定し，対象範囲，対

策後の地盤定数の設定を行ったうえで，必要な軟弱地盤解析を行い，現地への適応性の検討を行

う。 

(5)最適工法の決定 

 対策後の検討結果を踏まえ，経済性・施工性・安全性等の総合比較により最適対策工法を決定

する。 

(6)照査 

 各項目毎の基本的な方針，手法，解析，及び評価結果に誤りがないかについて確認する。 

 

 

 

  



6.5 主な軟弱地盤技術解析 

(1)地盤破壊（円弧すべり） 

適切に設定された土質定数，荷重（地震時含む）などの条件に基づき，斜面の２次元断面モデ

ルにおいて，すべり面を円弧形状と仮定して解析することで斜面の安定性を評価する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)地盤圧密（一次元圧密沈下） 

適切に設定された土質定数，荷重などの条件に基づき地中鉛直増加応力を算定し，即時沈下量，

圧密沈下量，各圧密度に対する沈下時間を算定する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



(3)地盤液状化 

広範囲の砂質地盤を対象に土質定数および地震条件に基づき，液状化強度，地震時せん断応力

比から，液状化に対する抵抗率 FLを求めて判定を行う。 

地盤の液状化に係る検討手法は，簡便法（Ｎ値と粒度から FL 法で推計：道路橋示方書・同解

説Ⅴ耐震設計編参考），および詳細法（液状化試験で得られる液状化強度比と地震応答解析で

得られる地震時せん断応力比より推計）があり，軟弱地盤技術解析では「簡便法」を指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4)地盤変形（簡便法） 

設定された土質定数，荷重などの条件に基づき，簡易的手法によって地盤内発生応力を算定し，

地盤変形量（側方流動、地盤隆起、仮設構造物の変位など、および既設構造物への影響検討を

含む）を算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



(5)その他の地盤解析 

 前述(1)～(4)の解析のほかに，地盤モデルを分割した要素で作成した詳細モデルによる計算（Ｆ

ＥＭ解析（有限要素法）が挙げられるが，これらの解析手法は軟弱地盤技術解析は適用しない。 
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表層排水工法 ○
サンドマット工法 ○ ○
緩速載荷工法 ○
盛土載荷重工法 ○ ○

サンドドレーン工法 ○ ○
プレファブリケイティッド
バーチカルドレーン工法

○ ○

真空圧密工法 ○ ○
地下水位低下工法 ○ ○ ○ ○

サンドコンパクションパイ
ル工法

○ ○ ○ ○ ○ ○

振動棒工法 ○* ○
バイブロフローテーション
工法

○* ○

バイブロタンパー工法 ○* ○
重錘落下締固め工法 ○* ○
静的締固め砂杭工法 ○ ○ ○ ○ ○ ○
静的圧入締固め工法 ○

表層混合処理工法 ○ ○ ○ ○ ○
深層混合処理工法
（機械攪拌工法）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高圧噴射攪拌工法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
石炭パイル工法 ○ ○ ○ ○
薬液注入工法 ○ ○ ○
凍結工法 ○
掘削置換工法 ○ ○ ○ ○
間隙水圧消散工法 ○

発泡スチロールブロック工
法

○ ○ ○

気泡混合軽量土工法 ○ ○ ○
発泡ビーズ混合軽量土工法 ○ ○ ○

カルバート工法 ○ ○ ○
盛土補強工法 ○ ○
押え盛土工法 ○ ○
地中連続壁工法 ○
矢板工法 ○ ○ ○** ○
杭工法 ○ ○ ○ ○
補強材の敷設工法 ○ ○
*）砂地盤について有効
**）排水機能付きの場合
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6.6 代表的な軟弱地盤対策工法 

 軟弱地盤対策工の目的には，沈下の促進・抑制，安定の確保，周辺地盤の変形の抑制，液状化

による被害の抑制，及びトラフィカビリティの確保がある。これらの目的を十分踏まえたうえで

条件に適合した対策工法を選ぶ必要がある。 

 対策工法の選定にあたって考慮すべき条件の主たるものは，対策工法の原理と効果，道路条件，

地盤条件，施工条件，及び経済性などが挙げられる。 

 

表-6.2 軟弱地盤対策工法の例※１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 対策工法は単独で適用させるだけではなく，組み合わせて適用されることもある。 

 例えば，軟弱層の表層に砂を被覆するサンドマット工法は，施工機械の作業を容易にするとと

もに，排水層の役目も果たすため，バーチカルドレーン工法等と併用されるのが一般的である。 

 それぞれの現場条件に対し，最も効果的で経済的な組合せを検討することが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6.2 軟弱地盤対策工法の組合せ例※２） 
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